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序論：生成AI中心設計による特許情報サービスの再定義と自
律型エージェントへの飛躍 
パテント・インテグレーション株式会社が開発・提供する特許読解支援アシスタント「サマリア（

Summaria）」は、2023年4月に提供開始され、その後2024年5月27日にはAIエージェント搭載の特
許読解支援アシスタントとして展開された。同社の代表取締役CEOであり、弁理士としての専門的知
見を有する大瀬佳之氏の主導のもと、サマリアは従来のキーワード・ブーリアン検索に基づく特許

データベースとは異なる「生成AI中心設計（Generative AI-Centric Design）」という開発哲学を採用
していると同社は説明している1。この哲学は、AIをシステムアーキテクチャの根幹に据え、人間の知
的作業を支援・補完することを目的としている。 
初期のサマリアは、特許公報の要約やクレームツリーの作成といった「読解支援」に主眼を置いてい

たが、2026年上半期（1月から5月）にかけて発表された一連の機能拡張は、本システムを知財業務
のワークフロー全体を広く支援するプラットフォームへと大きく進化させた。角渕由英氏（弁理士法人

レクシード・テック パートナー弁理士）や川上成年氏（株式会社知財デザイン 代表取締役/弁理士）と
いった専門家との協業を通じて磨かれた新機能群は、実務家のノウハウをシステム上に実装する試

みとして注目されている1。 
本稿では、2026年におけるサマリアの進化の軌跡を、川下業務（審査官対応・中間処理）のデータド
リブン化、川上業務（発明創出・提案書作成・明細書作成）への拡張、定常業務（定期監視・SDI）の
システム統合、そして法務コンプライアンス（グレーゾーン解消制度の活用等）とエンタープライズ市

場への浸透という多角的な視点から分析する。 

拒絶理由対応の戦略化：審査官統計データ（審査官ラボ）との

融合によるエビデンスベースド・アプローチ 
特許出願から権利化に至るプロセスにおいて、最も高度な法的・技術的判断が要求されるのが、特

許庁の審査官から通知される拒絶理由に対する応答（中間処理）である。2026年1月28日、サマリア
は弁理士法人はるか国際特許事務所の竹下賢弁理士が運営する日本国特許庁（JPO）の審査官に
関する統計情報提供サービス「審査官ラボ」とのサービス連携第1弾を発表した2。これは、知的財産

実務へのデータサイエンス活用の重要なマイルストーンと言える。 
主観的ヒューリスティクスからデータサイエンスへの移行 

日本の特許審査は高い品質管理が維持されているものの、実務においては、審査官ごとの判断傾

向や指摘内容に一定の「ばらつき（審査のブレ）」が生じることがある2。従来、実務家は定性的かつ



属人的なヒューリスティクス（経験則）に依存してこの「ブレ」を考慮し、応答方針を決定していた。 
しかし、「審査官ラボ」は特許庁が公開している特許情報標準データを解析することで、審査官ごとの

審査傾向や中間処理における統計的なばらつきを可視化している2。一方、サマリア側には、生成AI
を用いて拒絶理由通知書を解析し、引用文献と本願の技術的な一致点・相違点を抽出して応答方

針の素案を生成する「拒絶支援ワークフロー機能」が実装されていた1。 
今回の連携により、サマリアが生成する「定性的なテキスト解析に基づく応答方針」と、審査官ラボが

提供する「定量的な担当審査官の受容傾向データ」の、両サービスの情報を組み合わせた検討を支

援することが可能となった2。これは、データに基づく客観的かつ戦略的な拒絶応答の立案を後押し

するアプローチである。 
エビデンスベースド知財戦略の波及効果 

この連携は、拒絶対応方針をステークホルダー間で共有する際のアカウンタビリティ向上にも寄与す

る。特許事務所の弁理士が企業の知財担当者に、あるいは知財部が発明者に対して方針を説明す

る際、「審査官の過去のデータ傾向」というエビデンスを交えた説得力のあるコミュニケーションが可

能となる。 
また実務上の利便性として、出力されたサマリや図面をスライドに貼り付けるだけで、拒絶理由の要

点を抽出したクライアント向けの説明資料（クレームツリー等）を効率的に作成する機能も提供されて

おり、資料作成の作業負荷軽減に貢献している4。 
 
 

発明創出プロセスの支援：提案書作成支援機能と試動フレー

ムワーク 
特許業務の川下における支援機能を拡充したサマリアは、特許出願の源泉となる「発明の創出」

フェーズの支援にも乗り出した。2026年5月14日にリリースが発表され、5月21日に特別ウェビナー
で紹介された「提案書作成支援機能（発明提案書作成支援機能）」は、サマリアの利用想定を「一般

の技術者・研究者」へと拡張するアップデートであった。 
Ｒ＆Ｄ部門における言語化の壁の解消 

企業の技術系部門における「発明提案書」の作成は、技術者にとって心理的・時間的負荷の高い業

務である5。日常的な技術の試行錯誤から生まれたアイデアを、特許的価値を持つ論理的な文章へ

と変換する「言語化の壁」が課題となっている。大瀬CEOが設計・監修した本機能は、発明のアイデ
ア整理から従来技術の調査、提案書の素案作成までをAIが対話的に支援する6。 

「試動フレームワーク」の実装 

本機能においては、畑村洋太郎氏の「試動フレームワーク」をAIのプロンプトエンジニアリングに応用
している7。これにより、技術者の「実験の失敗から得た気づき」などの暗黙知を、人間の判断・確認

を中心に据えながら、特許の必須構成要件である「課題、解決手段、効果」の形式知へと整理する

支援を行う7。作成された提案書は明細書作成支援機能等へシームレスに連携でき、専門家は技術

理解にかかる時間を削減し、より戦略的な権利網の構築に注力しやすくなる。 

権利化業務（アウトプット生成）への拡張：明細書作成支援機



能 
発明創出工程と並んで特許業務のコアとなるのが、特許庁へ提出する「明細書」の作成である。サ

マリアは2026年3月19日に「明細書作成支援機能」をリリースした。これまで「先行技術調査」や「特
許文献の読解支援」といったインプット志向の領域で強みを発揮してきた同サービスが、権利化業務

というアウトプット生成の領域へと生成AIの適用範囲を拡張した重要なアップデートである。 
本機能は、発明提案書をもとにした特許請求の範囲の作成（ゼロベースの起案支援）から、特許事

務所から納品された明細書や社内で作成された明細書に対するAIを活用した効率的な内容チェッ
ク・加筆修正まで、さまざまな業務シーンをサポートする。これにより、企業知財部での明細書作成

の内製化や、特許事務所における実務の効率化が期待されている。 

スクリーニング・監視業務の一次処理自動化：SDI機能と一括
指示の統合 
2026年5月20日に発表された「検索式による一括指示機能」および「定期監視（SDI）機能」は、企業
の知財部における定常業務のワークフローを効率化するものである1。 

SDI（定期監視）の課題とサマリアによるアプローチ 

競合他社の出願動向の継続的な把握（SDI）や権利侵害リスク（FTO）の監視は重要だが、従来の業
務はデータベースでの抽出、リストのダウンロード、別システムへのインポート、手作業での精読と分

類といった分断された非効率なステップを踏む必要があった。 
サマリアの「検索式による一括指示・定期監視（SDI）機能」は、このプロセスを一つのエコシステム内
に統合した1。ユーザーは検索式をサマリア上に直接登録し、スケジュールを設定するだけで、条件

に合致する新着特許が自動的にシステム内に取り込まれ通知される5。 

一括指示機能との連携による一次スクリーニングの大幅な自動化 

さらに、「検索式による一括指示」と「定期監視（SDI）」を組み合わせることで、定期監視で新しく検出
された対象特許群に対し、AIによる「要約の作成」や「分類付け」といった一括指示を自動で実行させ
ることができる5。 
これにより、一次スクリーニングの大幅な自動化が実現する。知財担当者がシステムを開いた時点

では、既にAIによる一次的な評価・分類が完了した状態のレポートが生成されており、人間は「リスク
が高いと判定された特許の最終確認」や「経営陣への報告」といった高度な判断業務に専念しやすく

なる。 

エンタープライズ市場における浸透と定量的パフォーマンスの

検証 
これらの機能を背景に、サマリアはセキュリティと投資対効果（ROI）が求められるエンタープライズ
市場へも浸透しつつある。 
大手製造業および先進的特許事務所への導入 

パナソニック株式会社、カヤバ株式会社、ＨＯＹＡ株式会社といった国内大手製造業への導入が公

表されている8。これらの企業における活用領域としては、研究者・開発者が創出する発明の処理

や、競合他社の特許動向監視における一次処理の自動化などが想定される。 



同時に、弁理士法人ＩＰＸ、ザック国際特許事務所、ライトハウス国際特許事務所、きのか特許事務

所といった特許事務所への導入も公表されている8。 

導入組織カテゴリー 代表的な導入企業・事務所

名 
サマリア導入の想定活用領

域 

大手事業会社 パナソニック(株)、カヤバ
(株)、ＨＯＹＡ(株) 

発明提案の質の向上支援、

SDI監視業務の一次処理、
無効資料調査の効率化 

特許事務所 弁理士法人IPX、ザック国際
特許事務所、ライトハウス国

際特許事務所、きのか特許

事務所 

明細書作成支援、拒絶理由

通知への対応方針の立案迅

速化、顧客向け説明資料の

生成 

顧客満足度とベンチマーク検証 

同社の顧客満足度調査においては、全体の83%以上のユーザーが読解効率の向上を実感している
と回答している8。難解な特許の言い回しを平易に変換し、図面と対比させながら解説するAIの能力
が評価されていると考えられる。 
また、同社公表のベンチマークによれば、サマリアのAIを「特許検索競技大会」の過去問題に挑戦さ
せた結果、抽出された集合の上位100件において85%以上の再現率（Recall）を達成したとされる7。

これは、専門実務に耐えうる精度を目指した同社独自の検証結果である。 
注：以下の図に示される「読解効率向上を実感したユーザー割合」は顧客満足度調査に基づくもの

であり、「特許検索競技大会問題の再現率」は同社公表のベンチマークであるため、両者は母集団

および評価方法が異なることに留意されたい。 
 
 

法務コンプライアンス：グレーゾーン解消制度の活用 
生成AIを法律という厳密なルールが支配する領域に持ち込む際、コンプライアンス上の懸念が伴う。
特許実務において生成AIを用いて明細書や意見書の作成支援を試みる際、弁理士法第75条（非弁
理士の業務制限）および、態様によっては弁理士法第31条の3（非弁理士に対する名義貸しの禁
止）との関係が問題となり得る10。 
同社は、産業競争力強化法に基づく経済産業省の「グレーゾーン解消制度」等を活用した事前確認

を実施していると公表している11。一般論として、過去の同制度における商標登録支援ツールの照会

事例によれば、AIによる書類等の作成機能は「利用者が自己の判断に基づいて自ら書類等を作成
することを支援するソフトウェアを提供するもの」であり、書類作成を代行するものではないという整

理のもとで弁理士法第75条に違反しないと判断されている13。ただし、個別機能ごとの適法性評価

は、提供態様・利用者の関与・専門家によるチェックの有無に依存するため、あくまで支援ツールとし

ての位置づけを明確にして運用することが求められる。同社がこうした法令遵守の姿勢を打ち出して

いることは、企業導入時の一定の安心材料となっている。 



残された課題と導入時の留意点 
サマリアをはじめとする生成AI活用ツールは強力な業務支援能力を持つ一方で、実務導入にあたっ
てはいくつかの留意点が存在する。 
第一に、大規模言語モデル（LLM）特有の「ハルシネーション（もっともらしいが不正確な情報の生
成）」のリスクである。特許分野では些細な誤解釈が致命的な判断ミスにつながりかねず、AIの回答
をそのまま鵜呑みにすることは危険である。 
第二に、AIはあくまで「業務の支援」を行うものであり、最終的な法的判断や戦略的決定は、専門的
知見を持つ弁理士や知財担当者が責任を持って行う体制（ヒューマン・イン・ザ・ループ）が不可欠で

ある。 
第三に、発明提案書や明細書の草案作成時に未公開の技術情報をシステムに入力するため、各社

の情報セキュリティ・ポリシーや秘密保持の社内ルールに適合した運用（データがAIの学習に利用さ
れない設定など）の徹底が必要となる。 
最後に、同社が公表している客観的なベンチマークと、各企業が抱える複雑な実務案件との間には

差異が生じる可能性があり、実務ドメインに合わせた事前のトライアル評価が推奨される。 

結論：特許情報プラットフォームとしてのサマリアと将来展望 
2026年上半期のパテント・インテグレーション社による一連のアップデートは、サマリアを単なる読解
ツールから、知財業務を広範に支援するプラットフォームへと成長させた。「審査官ラボ」との連携は

データに基づく客観的な検討を後押しし、「提案書作成支援」や「明細書作成支援」は権利化プロセ

スの川上から川下までをカバーするインフラとしての価値を高めている。また「SDI・検索式による一
括指示機能」は、特許監視における一次スクリーニングの大幅な自動化を実現した。 
一方で、生成AIツールの運用においては、専門家による最終確認やハルシネーションリスクの管理
といった人間主体の適切なガバナンスが引き続き求められる。今後、AIによる支援領域が拡大する
中で、知財業界における人間の専門家の役割は、AIが提示する情報を適切に評価・選択し、法的な
最終品質を担保する方向へとシフトしていくことが予想される。サマリアの進化は、そのような知財実

務の変革を支援する重要なツールとしての可能性を示している。 
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